
カーボンニュートラルと地域企業の対応
＜事業環境の変化と取組の方向性＞
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カーボンニュートラル推進課

関東経済産業局とりまとめ「カーボンニュートラルと地域企業の対応」の
最新版は以下のQRコードからダウンロードいただけます



関東経済産業局について

⚫関東経済産業局は、全国に8箇所設置されている経済産業省の地方機関の1つで、広
域関東圏（1都10県＝茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈
川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）を管轄。

⚫経済産業省のブロック機関として、経済産業省のミッション（国富の増大、エネルギーの
安定的かつ効率的な供給の確保）の達成を目指す。

⚫管内の企業、大学、自治体、消費者、関係機関等の皆様に対して、中小企業対策、
新規創業の促進、技術開発支援、環境リサイクル対策、エネルギー対策、消費者相談
などの様々な経済産業政策の実施に取り組んでいる。

通商事務所・
アルコール事務所

総務企画部
総務・会計等、職員を支えるバックオフィス部門の他、企画・調査等、
政策の企画立案の基礎となる部門が属しています。

地域経済部 地域活性化に利用可能な各種施策を担当する部署が所属しています。

産業部
製造業・サービス業等の業種担当部署、消費者行政の担当部署等、
様々な業種毎の担当部署が所属しています

資源エネルギー
環境部

電気・ガス等のエネルギーの安定供給を支える部署の他、
省エネルギー・新エネルギー・リサイクル等を推進する部署が所属しています。

通商事務所
アルコール事務所

東京・横浜の通商事務所では、事業者からの輸出入等に関する手続の窓口業務を行って
います。新潟アルコール事務所では、工業用アルコールに関する窓口業務等を行っています。

【組織図】
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当局におけるカーボンニュートラル支援体制

⚫当局は、マクロ（政策）とミクロ（現場）をつなぐ役割を意識し、局内横断の推進体
制を構築。事業環境の変化等の情報を的確に地域に届けつつ、2030、2050年を意
識した地域企業のGXと地域のエネルギートランジションの実現に寄与していく。

⚫令和4年4月に「カーボンニュートラル推進課」を創設。2050年CN実現に関する事務
総括の役割を明確化し、地域支援のフロントとして対応。

地域におけるクリーンエネルギーの確保や循環経済の
仕組みづくり
✓ 再エネ創出、エネルギーの地産地消、分散型エネルギーシステム、

地域エネルギーの効率的な利活用、地域マイクログリッド、レジリエン
ス

✓ 地域特性・ステップに応じた施策の展開、最新動向、各種データを
用いた仮説の提供

✓ 次世代エネルギー（水素・アンモニア）の利活用 etc

地域企業支援の取組サポート
✓ 企業の戦略策定、CN産業への参入、技術・製品開発
✓ 自社の排出量の見える化、LCA・CFPへの対応
✓ 省エネ、再エネ、電化、そのほか環境価値の活用
✓ 支援機関の支援力向上

✓ 産業競争力強化法（CN投資促進税制） etc

カーボンニュートラル推進課 局カーボンニュートラル推進体制

サプライチェーン
（産業部）

金融機関連携
（総務企画部）

イノベーション
（地域経済部）

【重点分野】

省エネ

再エネ

資源循環

クレジット

SDGs DX・デジタル化

人材育成 持続可能性向上
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カーボンニュートラルとは

カーボンニュートラル

⚫ カーボンニュートラルとは、温室効果ガス（GHG）の排出を全体としてゼロにすること。

– 「排出を全体としてゼロにする」とは、温室効果ガスの「排出量」から植林等による「吸収量」を
差し引いた、合計をゼロにすること（ネットゼロ、実質ゼロと同じ）

– 「温室効果ガス」とは、二酸化炭素（CO2）だけでなく、メタンなどを含む

⚫ 日本の場合、温室効果ガスの8割以上がエネルギー起源CO2（燃料の燃焼、供給さ
れた電気・熱の使用に伴って排出されるCO2）のため、エネルギー分野の取組が重要。

3

日本の温室効果ガス排出量（2020年度）

⚫ 日本は、2050年までにカーボンニュートラルを目指
すことを宣言。

⚫ 実現には、産業界・消費者・政府など国民各層が
総力をあげて取り組むことが必要。

（出典）NEDO Green Japan, Green Innovation WEBサイトより作成 （出典）国立環境研究所 温室効果ガスインベントリより作成



2021年

2022年

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月26日）

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果

以外の国民生活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方

向性（供給サイドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦

略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示
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2050年カーボンニュートラル実現に向けた政府の取組

⚫ 2020年10月の2050年CNの表明以降、その実現に向けて、グリーン成長戦略、第6
次エネルギー基本計画等の各種戦略を策定、また、それらの実行に向けた施策を検
討するため、GX実行会議等を開催。

✓ GXリーグ基本構想公表（2月1日経済産業省）
➢ GXへの挑戦を行い、持続的な成長実現を目指す企業群や官・学と共に協働する場の提供

✓ クリーンエネルギー戦略の中間整理（5月19日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）

✓ GX実行会議（7月27日官邸に設置）GX実行に向けた基本方針等について取りまとめ



（出典）2023年2月10日 経済産業省 GXに向けた基本方針参考資料 5

GX実現に向けた基本方針



（出典）2023年1月20日 GX実現に向けた基本方針意見交換会資料より 6

エネルギー安定供給の確保を大前提としたGX の取組（概要）①



（出典）2023年1月20日 GX実現に向けた基本方針意見交換会資料より 7

エネルギー安定供給の確保を大前提としたGX の取組（概要）②
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求められるカーボンニュートラルへの対応

⚫ カーボンニュートラル実現に向けた国内外の政府・民間企業等の動向を受け、価値観や
経済・社会環境はめまぐるしく変化し、その影響は、地域経済にも及んでいる。

（地域経済に及ぼす影響例）
・ サプライチェーン全体で脱炭素化に取り組む取引慣行の進展
・ エネルギー需給構造の変化による社会経済環境の変化
・ 金融機関・投資家による環境に配慮したファイナンスの拡大

地域企業が直面する変化（イメージ）

地域企業投資家

政府

環境NGO等

グローバル
企業ESG投資

環境規制

情報開示

スコアリング
金融機関

投融資先への働
きかけ

激甚化する
災害への備え

社会的責任 消費者意識
の変化

サプライチェーンを
通じた対応要請

エネルギー需給
構造の変化



地域におけるカーボンニュートラルの対応の必要性
ー地域企業の取組の意義と地域が支えることの意味

⚫ 地域においても、生産性の向上、企業価値の向上、新たな事業機会の創出、といった
チャンスをもたらす成長の機会と捉え、企業レベルでの着実な取組が必要。

⚫ 個々の企業の取組と並行して、地域の面的な取組も重要。地域企業の取組をより効
果的・効率的に推進するとともに、地域の競争力強化につなげていく。

⚫ 自治体や地域支援機関には、地域の脱炭素化の取組とともに、カーボンニュートラル
産業の創出や企業等の脱炭素化の支援の両面で、地域における経済と環境の好循
環を生む役割に期待。

脱炭素化による環境変化

▉ エネルギー調達の変化

▉新たな国際ルール

▉新たな業界・取引ルール

▉各種規制の見直し

▉金融機関・投資家の変化

▉消費者意識、価値観の変化

▉ イノベーション

地域の産業競争力の強化

⚫ 生産性向上等による企業収益力向上

⚫ 環境対応等による企業競争力向上

⚫ 脱炭素経営／事業による企業価値向上

⚫ インフラの脱炭素化による立地競争力の向上

地域の持続可能性の追求

⚫ エネルギーの地産・地消等による防災・減災
等の地域のレジリエンス力の向上

⚫ 脱炭素化を通じた地域内での経済循環の
促進 9



地域のカーボンニュートラル対応の例
ー企業・地域にとってできること（チャンスとして活かす、リスクに計画的に立ち向かう）
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⚫ 地域企業においては、徹底した省エネをはじめ、カーボンニュートラル産業への参入や高
効率機器の活用による生産性向上など企業価値・企業競争力の向上の機会に。
また、自動車の電動化などの将来の動きを先読みした事業展開などを期待。

⚫ 地域においては、脱炭素をできるだけ早期に実現することが、地域の企業立地・投資の
魅力を高め、地域の産業の競争力の維持・向上に。

■地域企業の取組の例
⚫ 徹底した省エネ、再エネの活用
⚫ カーボンニュートラル産業への参入
⚫ 脱炭素需要獲得に向けた販路拡大
⚫ リスク回避のための多角化、業種転換
⚫ サプライチェーン（自動車など）の要請へ
の対応

⚫ 循環経済、環境配慮の消費者志向への
対応

⚫ SDGs・ ESG経営への転換

■地域（自治体）の取組の例
⚫ 再エネ創出、省エネの推進
⚫ 排出量の見える化、削減の推進
⚫ エネルギーの地産地消
⚫ 水素などの将来技術の社会実装
⚫ カーボンニュートラル産業への参入支援
⚫ 低炭素な事業環境（工業団地等）整
備



⚫ 個別企業ごとの取組をサポートするため、地域ぐるみでカーボンニュートラル対応を後押し。
地域での脱炭素社会への理解促進、情報提供、人材育成、社内体制の整備を地域
で支援していくことが考えられる。

セミナー、コンサルティング支援 など
脱炭素化社会におけるや将来の事業環境を見越した、
中期的な経営計画の策定を自社内や社外の人材を活
用して推進。

コンテンツの例：
エネルギー利用（省エネ、再エネ、燃料転換）
現場改善、IT化、新事業、事業転換、SDGｓ など

企業の戦略支援

製品開発・技術支援 など
技術相談、共同研究などを地域支援機関や公設試や
産学連携にて支援。

支援の例：
技術相談、委託研究
廃棄物・脱炭素素材の活用 など

環境配慮・省力製品・サービス開発支援

勉強会、専門家派遣 など
自社の気候変動リスクを把握するために、自社の事業活
動や製品・サービスの環境負荷を把握するための地域の
勉強会や専門家の活用を促進。

コンテンツの例：
排出量の把握（カーボンポートフォリオ）
エネルギー診断、LCA、カーボンフットプリント など

気候変動リスク・排出量見える化支援

協議会、コンソーシアム形成 など
脱炭素技術の地域産業クラスターを形成し、異業種連
携や連携プロジェクトの創出を支援。

コンテンツの例：
カーボンニュートラル推進協議会
技術開発コンソーシアム など

カーボンニュートラル産業への参入支援

地域における地域企業支援の取組イメージ
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⚫ 地域でのクリーンで安定的なエネルギー供給のインフラ構築や循環経済の仕組みづく
りをし、官民の投資を促進することで、地域企業のカーボンニュートラルを支えていく。

⚫ 自治体、金融機関、エネルギー会社、需要家との連携によるプロジェクトや地域産官学
での将来のエネルギーやカーボンリサイクル技術などの社会実証の検討などを期待。

VPP、地域エネルギー会社
地域で太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス等のエネ
ルギーを創出し、IoTを活用したバーチャルパワープラント
(VPP)として供給し、必要な事業者へ安定的に供給。

再エネの確保

廃棄物の資源化、リサイクル
廃材や廃棄物を回収し、再利用する仕組みを官民で構
築し、再資源化や再利用をすることにより、環境負荷を
低減し、環境価値を創出。

資源循環

地産地消・マイクログリッド
地域で環境価値やレジリエンスを必要とする需要家との
連携・協働によりエネルギー地産地消、マイクログリッドを
含む自立・分散型エネルギーの構築。

分散型エネルギーシステムの構築

需給調整、熱電供給
工業団地などの産業集積地において、複数の事業者の
エネルギー管理を一括して行い、コジェネレーションシステ
ムを導入して、熱と電気の利活用を最適化。

産業立地地域のグリーン化

Jクレジットの認証
省エネ設備の導入、再エネ利用、森林管理を地域で行
い、CO2等の吸収量に「クレジット」を認証を受け、域内
外の事業者に提供。

クレジット創出

水素・アンモニア、カーボンリサイクル
地域の立地企業と対話をしながら、企業の中期経営計
画や新技術の実用化を想定し、地域での社会実証や
将来のインフラを計画。

将来技術の検討や実証

地域におけるクリーンエネルギー供給や循環経済の仕組みづくりのイメージ
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意識醸成

事業活動の脱炭素化
（省エネ・再エネ等）

脱炭素化のステップ

03

地域企業の事業活動の脱炭素化

04

◼ 気候変動に関連する地域
企業のビジネスチャンス・リス
クを把握・分析

◼ 既存事業の高付加価値
化・利益率向上、市場の
変化への対応力向上等に
より、競争力強化と脱炭素
化を実現する具体的な道
筋や取組を検討

◼ 経済性のある省エネ投資から着手し、既
存事業の利益率・収益力を向上

◼ グリーン電力への切り替えや、再エネ導入
により企業価値を向上

経営戦略の脱炭素化
（事業再構築等）

地域企業の
事業インパクト分析

地域企業の
意識改革・行動変容

地域企業の経営戦略の脱炭素化

◼ プッシュ型の情報提供によ
り、地域企業の意識改
革・行動変容を促進

◼ 社会・市場のニーズを取り込んだグリーン
な製品・サービスの開発等を通じた新事
業創出・新分野展開

◼ 気候変動リスク低減のための事業多角
化や業態転換等の事業再構築

04

経
営
変
革
の
ス
テ
ッ
プ

地域企業のGX対応のステップ

⚫ エネルギー需給構造と産業構造の転換により、地域企業も不可逆的な事業環境の変
化に直面。カーボンニュートラルを実現する技術の選択肢・道筋は１つではないため、自
社の置かれた環境を踏まえて、適切なトランジションを描くことが重要。

現状把握

インパクト分析
戦略策定

01

02

◼ 排出量の見える化や専門
家による省エネ診断等を活
用することで、自社の立ち
位置の見える化

地域企業の
現状把握（見える化）

※企業ごとに利用可能な技術、サプライチェーン上の位置づけ等が
異なるため、自社の置かれた環境を踏まえたトランジションを実践
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企業・事業所単位の温室効果ガス排出量・エネルギー使用量の見える化

⚫ 自社における温室効果ガスの排出量を把握するために、エネルギーの購入量、工程毎の
エネルギーの使用量を把握することが重要。

⚫ 省エネ法、温対法等※の報告対象となる場合は、法規に基づき算定をするが、対象外
の事業者においても、工程や事業活動毎の使用量から、各種制度にて用意された算定
ツールを活用することで比較的容易に自社のおおよその排出量を把握することができる。

エネルギー使用状況の把握の例

1日の時間別電気使用状況

月別使用状況

簡易な排出量算定の流れ(エネルギー起源二酸化炭素排出量を把握)
①排出活動を特定（電気の使用、燃料（ガス、ガソリン、灯油等）の使用等）
②それぞれのエネルギー使用量の把握
③活動ごとの排出量の算定
エネルギー起源⼆酸化炭素排出量＝ エネルギー使用量× 排出係数

（例：電気の使用による排出量＝電気使用量○千kWh × 小売電気事業者別の係数）

✔CO2排出量算定にあたっては、「エネルギー起源二酸化炭素排出量等計算ツール」の利用が便利。
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/jigyo-tekio.html

※温対法・・・地球温暖化対策の推進に関する法律、省エネ法・・・エネルギーの使用の合理化等に関する法律

係数一覧は
環境省のホーム
ページに掲載

エネルギー使用量による排出量の簡易な把握の例
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⚫ エネルギー利用での対策としては、①エネルギーの消費量削減、②利用するエネルギーの
低炭素化（再エネ活用）、③利用エネルギーの転換などでCO2排出量を削減。

企業のエネルギー関連でのCO2削減のイメージ

（出典）温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会資料より関東経済産業局にて一部加工

Scope1・２における排出削減のイメージ

✓ ガソリン車からEVに
✓ 暖房・給湯の電化 等

③利用エネルギーの転換

熱電気

熱電気
熱電気

熱電気

C
O

2
排
出
強
度

✓ 徹底的な省エネルギー
✓ 高効率機器の導入 等

現状のCO2排出量 2050年のCO2排出量

①エネルギー消費量の削減

②エネルギーの低炭素化
エネルギー消費量

①② ③① ②

✓ 太陽光パネルの設置
✓ 再エネの購入
✓ 重油からガスへの転換（ボイラー）等
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Scope3

Scope3（サプライチェーン）における排出削減のイメージ

⚫ サプライチェーン排出量のうちScope3は15カテゴリに分類されており、各カテゴリの排出
量を把握することで優先的に排出削減に取り組むべき工程の把握が可能。

⚫ さらに、自社のScope1、2を削減し、エネルギー効率の高い製品・部品を製造・販売す
ることで、顧客・取引先等のScope3の排出削減にも貢献。

（出典）第1回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会 事務局資料①をもとに関東経済産業局で編集

Scope3Scope1 Scope2

事業者自らによる
温室効果ガスの
直接排出量

他社から供給された
電気、熱・蒸気の使用に

伴う間接排出

上流 自社 下流

燃料の燃焼

11.販売した製品の使用

12.販売した製品の廃棄

電気の使用

1.購入した製品・サービス 2.資本財

3.Scope1、2に含まれない燃料
及びエネルギー活動

4.輸送、配送 5.事業から出る廃棄物

6.出張 7.雇用者の通勤 8.リース資産

9.輸送、配送 10.販売した製品の加工

13.リース資産

14.フランチャイズ 15.投資

その他（任意）.
従業員や消費者の日常生活に伴う排出等
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経済産業省・環境省の中小企業等のカーボンニュートラル支援策

（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf

⚫ 中小企業のカーボンニュートラル支援策をとりまとめてホームページに公開。
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【支援策】省エネ補助金の抜本強化

⚫ 工場等での省エネを促進するため、非化石エネルギーへの転換に資する設備も含め、省エネ性能
の高い設備・機器への更新を支援。

⚫ 企業の複数年にわたる投資計画に対応する形で今後３年間で集中的に支援し、特に中小企
業の潜在的な投資需要を掘り起こす。

事業区分 Ⓐ先進事業 Ⓑオーダーメイド型事業 Ⓒ指定設備導入事業
Ⓓエネルギー需要最適化

対策事業

事業要件

外部審査委員会において、以下の先進性が
認められた設備・システムを支援。
①導入ポテンシャル
②技術の先進性（非化石転換等）
③省エネ効果

機械設計が伴う設備又は事業者の使用目的
や用途に合わせて設計・製造する設備等
（オーダーメイド型設備）の導入を支援。

予め定めたエネルギー消費効率等の基準を
満たし、補助対象設備として登録及び公表
した指定設備を導入する事業。

事前登録されたエネマネ事業者と「エネ
ルギー管理支援サービス」を契約し、
EMSを用いてエネルギー使用量を計測
することで、より効果的に省エネルギー化
及びエネルギー需要最適化を図る事業

省エネルギー
効果の要件

申請単位において、原油換算量ベースで以下
いずれかの要件を満たす事業
①省エネ率＋非化石割合増加率:30%以上
②省エネ量＋非化石使用量:1,000kl以上
③エネルギー消費原単位改善率:15%以上
（注）
※複数の対象設備（ⓐⓑⓒ）を組み合わせて申請
する場合、 各設備の省エネ効果の合算値で上記要
件を満たすこと
※非化石転換の場合も増エネ設備は認めないことと
する。

申請単位において、原油換算量ベースで以下
いずれ かの要件を満たす事業
①省エネ率＋非化石割合増加率:10%以上
②省エネ量＋非化石使用量:700kl以上
③エネルギー消費原単位改善率:7%以上
（注）
※複数の対象設備（ⓐⓑⓒ）を組み合わせて申請
する場合、 各設備の省エネ効果の合算値で上記要
件を満たすこと
※非化石転換の場合も増エネ設備は認めないことと
する。

予め定めたエネルギー消費効率等の基準を
満たす設備を導入すること

申請単位で、「ＥＭＳの制御効果と省
エネ診断等による運用改善効果」により、
原油換算量ベースで省エネルギー率
２％以上を満たす事業

補助対象経費 設備費、設計費、工事費 設備費、設計費、工事費 設備費 設備費、設計費、工事費

補
助
率

中小企
業者等

2/3以内
1/2以内

※投資回収年数7年未満の事業は1/3以内
1/3以内

1/2以内

大企業
その他

1/2以内
1/3以内

※投資回収年数7年未満の事業は1/3以内
1/3以内

補助金
限度額

（非化石）

【上限額】15億円/年度 (20億円/年度) 
【下限額】100万円/年度
※複数年度事業の1事業当たりの上限額は30億円
（40億円）

【上限額】15億円/年度 (20億円/年度) 
【下限額】100万円/年度
※複数年度事業の1事業当たりの上限額は20億円
(30億円)※連携事業は30億円（40億円）

【上限額】1億円/年度
【下限額】30万円/年度
※複数年度事業は認められない

【上限額】1億円/年度
【下限額】100万円/年度
※複数年度事業の1事業当たりの上限額は、
1億円

①高効率空調 ⑥低炭素工業炉

②産業ヒートポンプ ⑦変圧器

③業務用給湯器 ⑧冷凍冷蔵設備

④高性能ボイラ ⑨産業用モータ

⑤高効率コージェネレーション ⑩調光制御設備

⑪工作機械 ⑭印刷機械

⑫プラスチック加工機械 ⑮ダイカストマシン

⑬プレス機械

（出典）資源エネルギー庁 省エネ支援策パッケージ https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package.pdf 18



【支援策】省エネ補助金の申請スケジュール（参考）

（出典）一般社団法人 環境共創イニシアチブ https://sii.or.jp/senshin04r/   https://sii.or.jp/shitei04r/

⚫ 令和4年度補正予算「省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業」「省エネルギー
投資促進支援事業」に関する公募情報は以下の通り。

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業 省エネルギー投資促進支援事業

【1.補助対象者】
全業種の法人及び個人事業主

※大企業については、「省エネ法Ｓクラス事業者又はＡクラス事
業者」であること、又は中長期計画書にベンチマーク目標を達成す
る見込み及びその投資計画等を記載していること。

【1.補助対象者】
全業種の法人及び個人事業主

※大企業については、「省エネ法Ｓクラス事業者又はＡクラス事
業者」であること、又は中長期計画書にベンチマーク目標を達成す
る見込み及びその投資計画等を記載していること。

【2.補助対象事業】
（A）先進事業
（B）オーダーメイド型事業
（D）エネルギー需要最適化対策事業

【2.補助対象事業】
（C）指定設備導入事業
（D）エネルギー需要最適化対策事業

【3.補助対象経費】
設計費、設備費、工事費

【3.補助対象経費】
（C）指定設備導入事業：設備費
（D）エネルギー需要最適化対策事業：

設計費、設備費、工事費

＜公募スケジュール（予定）＞
2023年2月上旬：先進設備・システムの公募開始

エネマネ事業者の公募開始
※2023年2月10日（金）より公募開始

3月下旬：1次公募開始
5月下旬：2次公募開始

＜公募スケジュール（予定）＞
2023年2月上旬：エネマネ事業者の公募開始

※2023年2月10日（金）より公募開始
2月下旬：『（C）指定設備導入事業』の

補助対象設備の製品型番登録開始
3月下旬：1次公募開始
5月下旬：2次公募開始
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地域企業を支援するための関係機関の連携

⚫ 地域（自治体等）、地域企業の課題・ニーズに応じたソリューションを提供するため、
関係機関との緊密な連携によりきめ細やかな支援体制を構築中。

国際的な動向や産業界の動き
を的確に情報提供する機関

一般財団法人日本エネルギー経済研究所
一般財団法人エネルギー総合工学研究所

企業の事業環境変化に
対応する経営支援を行う機関

独立行政法人中小企業基盤整備機構

新市場創出やイノベーション支援
を行う機関

国立研究開発法人産業技術総合研究所
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

エネルギー・環境に関する専門的
なソリューションを保有する機関

一般財団法人省エネルギーセンター
一般財団法人コージェネレーション・エネルギー高度利用センター
一般社団法人ESCOエネルギーマネジメント推進協議会
一般社団法人日本有機資源協会
一般社団法人日本熱供給事業協会

公設試

地域金融機関

自治体

商工会議所・
支援機関

民間企業・団体 地域の支援ネットワークとの連携

情報共有、相互協力のための
体制構築
（連絡会、合同セミナー等）

関連省庁 大学・研究機関

地域企業
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カーボンニュートラルに関するポータルサイト、ガイダンス資料の整備

⚫ 関係機関との連携による支援ネットワークの形成等を通じ、カーボンニュートラルに伴う事
業環境の変化等の情報を的確に地域に届けるためのポータルサイト・ガイダンス資料を
公開。金融機関・支援機関の方が活用することを想定したガイダンス資料（概要版・チ
ラシ）も合わせて作成。

関東局カーボンニュートラルポータルサイト

ポータルサイト https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/cn_shiryo.html

ガイダンス資料 https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html

CNガイダンス資料
国内外における環境変化や関係法令の動向、
地域や企業の取組事例等を更新。
直近では令和4年10月5日に局HP公表。

ガイダンス資料（抜粋版・チラシ）

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/cn_shien_pr3fyr_pr4fy.pdf
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/cn_shiryo.html
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html


カーボンニュートラル関連イベントの実施

⚫ 「CNオムニバスイベント第3弾」として、中小機構と連携し、「カーボンニュートラルセミ
ナー ～地域産業における脱炭素社会での未来像を語る～」を開催し、地域企業の
GXに向けた新たな挑戦を後押し。
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＜CNオムニバスイベント第1弾＞
カーボンニュートラルイノベーションピッチ

＜CNオムニバスイベント第２弾＞
エネルギー使用合理化シンポジウム



（参考）エネルギーと言えば、これ！（通称：エネこれ）

⚫ 経済産業省・資源エネルギー庁では、「エネルギーのこれまでを知り、これからを共に考え
よう」、「エネルギーと言えばこれ！」と言われるサイトを目指して、情報サイト・スペシャルコ
ンテンツを「エネこれ」と命名し、サイトをリニューアルしました！

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/lp/ 23
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お問い合わせ先

関東経済産業局 資源エネルギー環境部

カーボンニュートラル推進チーム
カーボンニュートラル推進課

bzl-CN_kanto@meti.go.jp

※支援施策によっては募集が終了している場合や
内容（要件、申請時期等）が変更される場合もございますので、

ホームページ等にて最新の情報をご確認ください。


